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（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

計 画 給 水 人 口 17,130

現 在 給 水 人 口 8,506

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）

・ 非 適 の 区 分

法的（全部）

別添１－２

鰺ヶ沢町　　　水　道　　　事業経営戦略

事業の現況

   現行の水道料金については、用途別（家庭用、営業用、団体用、湯屋営業用、団体用、工業用、船舶給水用、

臨時用）料金を採用しています。　その料金設定は、用途別の基本料金と超過料金により構成されています。な

お、全給水区域内での料金については従前から同一に設定されています。また、メーター使用料につきましては

平成6年の水道料金改定時に廃止しており、現行料金につきましては、資産維持費相当額が含まれているとは

言い難い状況にあります。
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団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

　　青森県鰺ヶ沢町

　　鰺ヶ沢町水道事業

計 画 期 間 ：

10

施 設 利 用 率 40.58

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

～

管 路 延 長

水 源

料 金 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 8,133 ㎥／日

　 町内に散在する水道施設の維持・管理等を適切に運営するため、平成9年度は上水道担当職員を正職員9名、臨時・嘱託職員3名の12名配置

を平成21年度から現配置人員の正職員4名と臨時・嘱託職員3名の7名配置とし、経費削減を図っています。、また、専門的資格、知識等の習得

や施設特性に習熟した職員が必要とされることから、在職年数が比較的長くなる傾向にあり、年齢の高い職員の割合が多くなっています。　な

お、合理化に資するため、検針・集金・水質検査や浄水場の夜間管理等については、業務委託を実施しています。今後も、積極的に業務委託の

拡充、広域化及び広域連携等を検討します。

これまでの主な経営健全化の取組

　当事業は昭和５０年代には１水道事業、６簡易水道事業で運営してきましたが、平成５年度に６簡易水道事業を３簡易水道事業に統合し、合理

化に努めてきました。さらに、平成２９年４月からは１水道事業と３簡易水道事業を１水道事業に統合し、広域化・合理化を図っています。また、平

成１９年度には水道事業、平成２０年度には簡易水道事業の「公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画」を策定し高金利

企業債の繰上償還を行い、経営の健全化に向けて経費の縮減に取り組みました。　更に、公営企業アドバイザー事業等の国や県の諸制度を活

用し、経営健全化に取り組んでいます。また、将来の広域化や相互支援体制の確立のため、公益法人日本水道協会青森県支部と連携し、青森

県水道事業広域連携西北地区会議に積極的に参加、検討します。『別紙資料１参照』

『別紙資料１参照』『別紙資料１参照』

『別紙資料１参照』

   流動比率が低く支払能力が脆弱であることから、更新事業の実施には主に企業債を活用している状況にあります。そのため、各種引当金の計

上等の対策を講じる必要があります。　また、効率化については、全面的なダウンサイジング化を検討し、効率性の向上対策を検討します。

　 特に、給水原価が高いことから抜本的な費用削減対策を実施する必要があります。料金回収率が費用削減対策を講じても100％を下回る場

合には料金改定を検討します。　施設利用率は概ね、平均値ですが将来的に低く推移するものと認識しています。これは、人口減少等に伴う水

需要の減少により、施設が過大施設化してきていることを示しています。このため、更新事業の際は、適正な施設規模とする必要があります。有

収率につきましては、水道の収益性を示す指標ですが、依然として平均を下回っていることから管路更新等の実施、施設改修等の対策等を実施

しているところです。今後は、年々上昇に転ずるものと思います。給水原価につきましては、類似団体の平均値３割程度高く推移していることか

ら、経費削減対策を実施し、収益の向上を図る必要があります。　『別紙資料２参照』

『別紙資料２参照』『別紙資料２参照』

『別紙資料２参照』

平 成 17 年 4 月 1 日

料 金 改 定 年 月 日

（消費税のみの改定は含まない）

配水池設置数

5

5.91

供 用 開 始 年 月 日 平 成 29 年 4 月 1 日

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

　 当水道事業は、昭和３５年３月に創設され、その後は生活水準の向上に伴う水需要に対応するため、３回の変更認可を経て、さらに３カ所の簡

易水道事業と統合し、現在に至っています。

　 従前から効率的な事業運営、経営基盤の強化に努めていますが、施設更新事業費の増加や近年の少子高齢化に伴う人口減少、地方の景気

低迷、官公庁施設の統廃合縮小撤退等による料金収入の減少と事業経営を取り巻く環境は一段と厳しい状況になっています。。特に、地理的要

因により地形的に不利で経営的に脆弱な旧簡易水道の３事業を統合することから、ある程度の独立採算を貫いてきた当事業も更に厳しい経営

を余儀なくされることが予想されます。

　 しかしながら、持続可能な事業経営とするため、独立採算制を経営の基本原則を踏まえ、長期的な展望に立った安全で安心できる水道の安定

給水が最大の住民サービスであると認識しています。そのため、水道事業経営については、当該地域の自然的社会的諸条件に応じた施策の策

定及び実施にあたり、経営原則としての合理性と能率性を十分に発揮し、公共福祉の増進に寄与することを基本理念とし、時代の変化や住民

ニーズの変化に的確に対応しつつ、常に自ら経営改善に積極的に取り組み、水道事業の安定的な運営を図ります。

料金収入の見通し

　料金収入については、現行料金が平成17年4月1日のまま推移しており、平成29年度の収益的収入の見込額は239,790千円で収益的収入の

80％以上を占めていますが、現状料金水準では年々、料金収入が減少することから、計画期間中の平成32年及び平成35年にそれぞれ５％程度

の料金改定を検討しています。【別紙様式2号参照】

【別紙様式2号参照】【別紙様式2号参照】

【別紙様式2号参照】

　 従来から活用している経営指標の職員1人当たり給水人口及び職員1人当たり給水収益を踏まえ、より生産性を高めるものとします。　また、業

務委託等の見直しや業務委託拡充等による更なる人員削減を検討します。人員削減に対応するため、高度な専門技術を持ち、臨機応変な対応

ができる少数精鋭の専門組織を目指すものとします。

　 さらに、今後も積極的に業務委託の拡充、広域化及び広域連携等を検討します。　また、需要者である住民に対し、開かれた水道事業を目指

して各計画の広報については速やかにホームページや広報誌等により周知し、住民からの意見聴取等を図ります。　特に、議会に対しては協議

会や説明会等による計画の周知・説明等で十分な理解と協力を求めるものとします。

水需要の予測

施設の見通し

　給水人口の予測については、計画目標年次を平成２９年度から１０年後の平成３８年度とします。予測方法については、計画行政区域内人口

はコーホート要因法による推計を行っています。計画給水区域内人口については、平成１８年度から平成２７年度の過去１０年間の実績の各給

水区域内人口と行政区域内人口の比率を求め、その比率をもとに行政区域内人口の推計結果より得られた値を各給水区域ごとに案分しまし

た。その結果、平成３８年の目標年次の計画行政区域内人口は８，２９０人としました。また、平成３８年度の計画給水区域内人口は案分計算に

より７，４２０人としています。 具体的に、給水人口は平成２７年度８，５０６人から平成３８年度７，４２０人の１２．８％の減となる予測となっていま

す。 『別紙資料３参照』

『別紙資料３参照』『別紙資料３参照』

『別紙資料３参照』

組織の見通し

　 当町の水道事業は施設全般に重要度、老朽度及び耐久度を総合的に勘案して更新・改修するものとしています。人口減少や少子高齢化に伴

う需要水量の減少により、施設稼働率が低く推移し過大施設化していることから、更新・改良事業の際にはダウンサイジング等を検討します。ま

た、財政状況等から新規拡張事業等については、現状では実施が難しいことから現有施設の更新・改良の事業を主として実施するものとしま

す。また、施設更新において施設の再構築の検討はもとより、広域連携の可能性や施設・水質管理の広域連携や施設の共同利用についても検

討します。今後の施設見通しとして、平成３０年度からは耐用年数を迎える芦萢地区の老朽基幹配水管を耐震管に布設替えの更新事業を実施

する予定となっています。また、随時老朽化した重要度の高い配水管等の小規模更新工事を毎年、実施します。さらに、平成３８年度からは鰺ヶ

沢町浄水場の更新事業に着手します。この計画期間外の平成３９年以降は、鰺ヶ沢町浄水場の更新事業の継続や各配水池の更新事業等を予

定しています。

給水人口の予測

　料金収入を主な財源とする水道事業は、水需要の動向が事業運営に大きく影響を及ぼします。給水区域内人口の減少や節水意識の浸透、節

水機器の普及等により水道使用量が減少傾向にあることから、未普及地域の解消や給水区域内の未加入者の加入促進を推進し、水道普及率

の向上を図る必要があります。具体的な水需要は、一日平均給水量では、平成27年実績の3,312㎥/日から平成38年2,410㎥/日の27.3％減と

年々減少となる見込みとなっています。『別紙資料２参照』

『別紙資料２参照』『別紙資料２参照』

『別紙資料２参照』



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

　平成２９年４月から水道事業に簡易水道事業を統合して運営することに伴い、投資・財政計画に記した施設整

備を計画的に推進し、安全・安心・安定した水道の供給を持続可能なものとすることを目標にします。

目 標

　 企業会計は独立採算が基本原則とした会計であることから、適正水準の水道料金等の設定と国からの繰出

基準（補助・交付金・地方交付税等）によるものとしますが、町一般会計からの財政支援も検討し、収支の均衡を

図ります。

②　収支計画のうち財源についての説明

　平成29年度から平成38年度における主な投資予定は、次のとおりです。

〇小口径の老朽配水管枝管の布設替工事の実施。（単独小規模工事）

〇耐用年数を超える施設機器の更新工事の実施。（単独小規模工事）

〇浜町地区の配水管移設工事の実施とその附帯工事の実施。（公共下水道工事に伴う配水管及び給水管移設工事）

〇芦萢地区の老朽管布設替工事の実施。

〇鰺ヶ沢町浄水場の更新事業に着手。

　収支計画の改善取組

〇民間事業との連携を踏まえＰＦＩの導入検討。窓口・収納・管理業務等の業務委託導入検討。

〇施設の休廃止及び統合や合理化についての調査、検討。（一部実施済：配水管口径の縮小、取水ポンプ小型化、契約電力の縮小、ポンプのインバータ化）

〇施設・設備の長寿命化対策費用の優先順位付けにより平準化。

〇施設の再構築や近隣市町村との事業統合及び連携、施設の共同利用化等の検討、推進。

〇緊急時対応策としての「水道危機管理対策マニュアル」の見直しや緊急資材等の計画的な確保。

　水道料金については、総括原価主義を原則とし、その他手数料及び水道加入金についても適正であるかを検討します。また、企業債について

は、安易な活用を見直し長期的視野に立ち活用します。特に、借入種類や償還期限・借入利率の選択関係については十分調査検討するものと

します。繰入金については、繰り出し基準に基づいた基準内繰り出しを原則とします。また、資産の有効活用について十分検討するものとしま

す。今後の国庫補助金等については、該当となる事業が減少してきていることから、大規模事業以外は計上していません。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

・委託料に関する事項　：　経費の約６％を占め、包括的民間委託等を検討している。なお、現在委託しているものは、施設管理関係（浄水場管

理、浄水場警備保障、電気保守点検等）、水質検査委託（原水・上水等）、収納関係（検針、集金、口座振替等）、事業関係（大規模事業等の設

計・監理委託等）となっています。

・修繕費に関する事項　：　経費の約２０％を占め、施設関係（建築施設、機械設備、電気設備、管路施設、ポンプ設備）と多岐に亘り、経費節減

のため当水道事業直営による修繕も多くなってきています。

・動力費に関する事項　：　経費の約３６％を占め、概ね電気料として支出されています。当事業の地理的特徴の地下水源からの取水電力や山

間地域であるための加圧ポンプ電力が近年の電気料金の上昇により、経営を圧迫しています。そのため、施設更新時のポンプ関連のインバータ

化や太陽光・小規模発電等を検討します。なお、インバータ化や取水ポンプの小型化・休廃止、契約電力縮小等については、随時実施していま

す。

・給与費に関する事項　：　経費の約２０％を占め、経営指標においても生産性が低いことから、委託の見直し等により、平成30年度から給与費

の約２７％を削減するものとしています。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

  経営戦略期間を平成２９年度から平成３８年度の１０年間とし、PDCAサイクルを継続し５年毎に見直

すものとします。また、５年毎の見直しについては、見直し前３年間程度の実績を踏まえ評価・検討・改

善したものを新たに１０年間の経営戦略を更新するものとします。なお、この間に重大な変更事由が

あった場合にはその都度、見直し更新することとします。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の

投 資 の 平 準 化

　施設・設備の適切な点検・修繕計画に基づき、長寿命化を図り投資の平準化を検討します。

広 域 化

　 将来の広域化や相互支援体制の確立のため、公益法人日本水道協会青森県支部と連携し、青森

県水道事業広域連携西北地区会議に積極的に参加、検討するものとします。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、

更 新 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有効活 用 等 （ *2 ） に よ る

収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

　 緊急時への対応として、「鰺ヶ沢町水道危機管理マニュアル」の見直しや過去に大規模被災した日

本海中部地震を教訓に緊急時連絡管等を整備とともに緊急資材等も計画的に確保します。

　 費用負担の平準化を図り、計画的な運用を目指します。

　 独立採算制を経営の基本原則としていることから、受益者負担の原則に基づき適正な料金設定に

よる給水収益の確保に努め、基準内繰入を原則とします。

　ＰＦＩ導入についての調査を検討します。　設計、施工監理及び監督業務委託等の導入を検討しま

す。収納業務等の業務委託等の導入を検討します。

民間 の 資 金 ・ ノウハウ等 の 活 用

（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

繰 入 金

　人口減少に伴う、需要水量等を調査・検討し、過大能力（オーバースペック）である施設の整理・統合

や小規模化を検討します。なお、配水管口径の縮小や取水ポンプの小型化等は一部実施しておりま

す。

　 施設・設備については、給水需要に対応した合理化、効率化を検討します。管路等についても、給

水需要予測及び管網計算等により口径変更で効率化を計ります。平成２７年度の管路更新事業で

は、管口径のサイズダウンを実施し合理化に努めています。

そ の 他 の 取 組

　 過去の実績及び社会経済情勢の推移を踏まえ、合理的な需要予測と施設計画に基づいた必要費

用と資本経費を適切に算定する総括原価を基本とし、独立採算、受益者負担の原則により供給単価

が給水原価を下回らないこととすることから、計画想定外の収入の減少時には速やかに料金の改定

を検討します。

　 給与水準については、一般会計に準じ計上していますが、包括的民間委託等による更なる効率化

について検討します。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合

（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化

（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　遊休資産の売却については、山間地に多く所有し無償貸与地が多いことから計上していませんが、

有効利用について検討します。

そ の 他 の 取 組

  水道加入金や給水管新設・改良の設計審査、完成検査等の各種手数料について、適正の可否につ

いて検討します。

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

　配水施設を活用した小規模発電を検討します。

　効率的な修繕を図る必要があることから、施設老朽度の年数判断から詳細状況調査による総合的

複合判断を検討します。（現況調査判断と年数判断）

　主として収納業務である窓口業務・検針・調定・請求・督促・給水停止等の包括的民間委託を検討し

ます。

　経費削減による職員数が減少し続けることから、技術継承が困難となってきているため、広域化や

相互連携を検討します。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。

　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、

　　 赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。









様式第2号（法適用企業・収益的収支）

投資・財政計画

投資・財政計画投資・財政計画

投資・財政計画

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成27年 平成28年

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ）

１． (A) 242,043 242,742 239,466 239,666 240,876 250,777 250,660 250,076 262,831 261,260 260,401 259,420

(1) 239,501 238,027 239,237 237,790 239,000 248,901 248,784 248,200 260,955 259,384 258,525 257,544

(2) (B) 133

(3) 2,409 4,715 229 1,876 1,876 1,876 1,876 1,876 1,876 1,876 1,876 1,876

２． 52,201 55,679 59,090 57,666 57,666 57,666 57,666 59,261 57,450 50,639 43,828 37,017

(1) 43,566 47,401 35,455 34,074 34,074 34,074 34,074 35,669 33,858 27,047 20,236 13,425

43,566 47,401 35,455 34,074 34,074 34,074 34,074 35,669 33,858 27,047 20,236 13,425

(2) 6,455 8,141 23,494 23,477 23,477 23,477 23,477 23,477 23,477 23,477 23,477 23,477

(3) 2,180 137 141 115 115 115 115 115 115 115 115 115

(C) 294,244 298,421 298,556 297,332 298,542 308,443 308,326 309,337 320,281 311,899 304,229 296,437

１． 173,093 210,685 232,633 223,027 223,747 230,712 231,015 231,319 231,623 231,930 232,236 232,544

(1) 29,704 31,228 47,853 34,785 34,959 35,134 35,309 35,486 35,663 35,842 36,021 36,201

29,704 31,228 47,853 34,785 34,959 35,134 35,309 35,486 35,663 35,842 36,021 36,201

(2) 75,988 113,314 75,843 79,061 79,089 79,116 79,144 79,171 79,198 79,226 79,253 79,281

21,405 25,834 27,334 27,361 27,389 27,416 27,444 27,471 27,498 27,526 27,553 27,581

15,423 25,364 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

1,492 1,300 709 700 700 700 700 700 700 700 700 700

37,668 60,816 32,800 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000

(3) 67,401 66,143 108,937 109,181 109,699 116,462 116,562 116,662 116,762 116,862 116,962 117,062

２． 43,355 41,148 36,132 32,511 28,993 26,700 23,359 19,942 16,466 13,102 10,009 7,602

(1) 41,636 41,098 36,132 32,511 28,993 26,700 23,359 19,942 16,466 13,102 10,009 7,602

(2) 1,719 50

(D) 216,448 251,833 268,765 255,538 252,740 257,412 254,374 251,261 248,089 245,032 242,245 240,146

(E) 77,796 46,588 29,791 41,794 45,802 51,031 53,952 58,076 72,192 66,867 61,984 56,291

(F)

(G) 46 200 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

(H) △ 46 △ 200 △ 50 △ 50 △ 50 △ 50 △ 50 △ 50 △ 50 △ 50 △ 50 △ 50

77,750 46,388 29,741 41,744 45,752 50,981 53,902 58,026 72,142 66,817 61,934 56,241

(I) 77,988 94,933 105,631 110,644 135,678 184,175 211,482 234,818 258,281 297,353 332,578 369,720

(J) 245,288 105,714 121,157 166,669 212,421 263,402 317,304 375,330 447,471 514,288 576,222 632,463

81,569 21,703 29,117 29,000 29,000 29,000 29,000 29,000 29,000 29,000 29,000 29,000

(K) 237,198 88,648 146,509 150,426 156,842 163,687 170,315 175,899 175,150 172,598 165,866 136,612

50,000

69,977 71,833 131,042 134,926 141,342 148,187 154,815 160,399 159,650 157,098 150,366 121,112

117,221 16,815 15,467 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500

( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 241,910 242,742 239,466 239,666 240,876 250,777 250,660 250,076 262,831 261,260 260,401 259,420

(N)

(O)

(P)

収 入 計

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る

解 消 可 能 資 金 不 足 額

他 会 計 補 助 金

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

基 本 給

退 職 給 付 費

地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率

健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

流 動 資 産

×100

流 動 負 債

収

益

的

収

入

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

営 業 費 用

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た

事 業 の 規 模

）

う ち 未 収 金

収

益

的

収

支

う ち 未 払 金

特 別 損 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

職 員 給 与 費

経 費

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

そ の 他

補 助 金

平成29年

長 期 前 受 金 戻 入

平成30年 平成37年 平成38年平成36年平成32年 平成35年平成31年 平成33年 平成34年

(（L）/（M）×100)

そ の 他 補 助 金

(A)-(B)

営 業 外 費 用

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

収

益

的

支

出

(E)+(H)

特 別 利 益

(F)-(G)

(C)-(D)

減 価 償 却 費

う ち 建 設 改 良 費 分

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

地方財政法施行令第15条第１項により算定した

資 金 の 不 足 額

支 出 計

累 積 欠 損 金 比 率 （

経 常 損 益

う ち 一 時 借 入 金

うち未払金（償還元金）



様式第2号（法適用企業・資本的収支）

投資・財政計画

投資・財政計画投資・財政計画

投資・財政計画

（単位：千円）

年　　　　　度 平成27年 平成28年

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ）

１． 251,200 283,200 19,200 250,480 283,900

２．

３． 4,000 1,920 25,048

４． 21,767 22,255 32,565 30,592 32,817 35,228 34,864 36,351 36,995 35,821 35,789 31,378

５．

６． 117,935 66,044

７．

８． 9,000

９．

(A) 390,902 375,499 41,565 51,712 308,345 35,228 34,864 36,351 36,995 35,821 35,789 315,278

(B)

(C) 390,902 375,499 41,565 51,712 308,345 35,228 34,864 36,351 36,995 35,821 35,789 315,278

１． 373,184 350,389 9,060 19,200 250,480 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 287,600

２． 140,189 133,998 131,042 134,926 141,342 148,187 154,815 160,399 159,650 157,098 150,366 121,112

３．

４．

５．

(D) 513,373 484,387 140,102 154,126 391,822 151,887 158,515 164,099 163,350 160,798 154,066 408,712

(E) 122,471 108,888 98,537 102,414 83,477 116,659 123,651 127,748 126,355 124,977 118,277 93,434

１． 67,981 66,112 85,443 85,704 86,222 92,985 93,085 93,185 93,285 93,385 93,485 93,585

２．

３．

４． 99,034 107,872 123,738 152,388 181,430 235,156 265,384 292,844 330,423 364,170 394,512 425,961

(F) 167,015 173,984 209,181 238,092 267,652 328,141 358,469 386,029 423,708 457,555 487,997 519,546

△ 44,544 △ 65,096 △ 110,644 △ 135,678 △ 184,175 △ 211,482 △ 234,818 △ 258,281 △ 297,353 △ 332,578 △ 369,720 △ 426,112

(G)

(H) 1,821,768 1,970,970 1,839,928 1,724,202 1,833,340 1,685,153 1,530,338 1,369,939 1,210,289 1,053,191 902,825 1,065,613

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成27年 平成28年

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ）

43,631 42,231 35,435 34,054 34,054 34,054 34,054 35,649 33,838 27,027 20,216 13,405

43,631 42,231 35,435 34,054 34,054 34,054 34,054 30,649 23,838 17,027 10,216 3,405

5,000 10,000 10,000 10,000 10,000

21,767 26,255 41,565 32,512 57,865 35,228 34,864 36,351 36,995 35,821 35,789 31,378

21,767 26,255 41,565 32,512 57,865 35,228 34,864 36,351 36,995 35,821 35,789 31,378

65,398 68,486 77,000 66,566 91,919 69,282 68,918 72,000 70,833 62,848 56,005 44,783

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

純 計

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

建 設 改 良 費

う ち 資 本 費 平 準 化 債

平成37年平成34年 平成35年 平成36年平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成38年

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

計

計

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

平成33年

資

本

的

収

入

資

本

的

支

出

補

塡

財

源

資

本

的

収

支

(E)-(F)

企 業 債 償 還 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

計

補 塡 財 源 不 足 額

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

平成29年 平成30年

う ち 基 準 内 繰 入 金

平成31年

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

合 計

(A)-(B)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分

平成38年平成33年 平成34年 平成35年 平成36年

損 益 勘 定 留 保 資 金

平成37年平成32年


